
（様式１）
桑折町 　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成31年3月末時点
（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29
30
31

桑折町東日本大震災
復興交付金基金残高

桑折町東日本大震災
復興交付金基金の利息額

桑折町東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

23,047 0 913,295

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29
30
31

交付実額 913,295

合　計 913,295

0

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0
0
0

0

1,008,147

0

0
0

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

700,360
36,956

交付分
桑折町

20,597
23,047

0
164,750

17,652
22,232

22,553 19,809

17,652

0
15,199

22,232

23,341
0

739,172
75,890

合　計
0

※平成30年度末までにおける市町村及び都道県への交付額の合計から国庫返還額を除し、都道県事業の市町村間での事業間流用額を加除した額

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0

0
0

0 0

0



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／
間接

継続
／
完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 156,000 15,199

25 42,106

平成25年4月、本体工事契約をし、一部前払い金として支払。（平成
26年8月竣工予定。）
平成26年3月、L型擁壁工事設計業務契約をし、平成26年3月完了。

26 39,036 59,659

平成25年6月、施工監理業務契約（H26年度に事故繰越）をし、平成
26年8月完了。
平成25年4月に締結した本体工事契約について、一部をH26年度に
事故繰越し、平成26年8月完了。

27
28
29
30
31
累計 156,000 0 96,341 59,659
23
24 8,750 0 ―

25 700,360 697,066

平成25年4月、事業に係る基本計画検討業務契約をし、平成25年8
月完了。平成26年1月、建設用地購入契約をし、平成26年3月完了。
平成25年3月、災害公営住宅整備に係る基本協定、平成25年12月、
譲渡契約を締結。平成27年度へ明許繰越をし、平成27年5月29日完
了。

26 33,155 33,068
27 12,131
28
29
30
31
累計 742,265 0 730,134 12,131
23
24
25

26 3,801 3,786
平成25年3月、災害公営住宅整備に係る基本協定、平成25年12月、
譲渡契約を締結。平成27年度へ明許繰越をし、平成27年5月29日完
了。

27 15
28
29
30
31
累計 3,801 0 3,786 15

町 直接 完了 848,304 24 ～ 27

平成25年3月、事業工程変更(着手時期：平成25年3月→4月)。

～ 27D － 4 － 1 － 1

災害公営住宅
入居者専用駐
車場整備事業

町 町 直接 完了 4,752 26

全体
事業
期間

208,000 24 ～ 26

平成24年8月、測量・調査・設計業務契約。平成25年2月、測量・調
査・設計業務完了。平成25年3月、本体工事起工。

造成宅地滑動
崩落緊急対策
事業

桑折町字
新和町地
内

町 町 直接 完了

（様式２D）

桑折町字
東段地内

2 D － 4 － 1

桑折町
省庁名 国土交通省

事業番号

災害公営住宅
整備事業

1 D － 14 －

桑折町字
東段地内

町

1

3 ◆



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／
間接

継続
／
完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

（様式２D）
桑折町

省庁名 国土交通省

事業番号

23
24
25
26
27 16,260 16,260 平成27年6月より入居開始とともに事業を実施。

28 19,991 19,991 引き続き事業を実施。

29 20,249 18,071 引き続き事業を実施。

30 19,212 21,390 引き続き事業を実施。

31 21,107
累計 96,819 0 75,712 0
23
24
25
26
27 1,392 1,392 平成27年6月より入居開始とともに事業を実施。

28 2,241 2,241 引き続き事業を実施。

29 2,304 1,738 引き続き事業を実施。

30 1,385 1,951 引き続き事業を実施。

31 1,940
累計 9,262 0 7,322 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 164,750 0 15,199 0
25 700,360 0 739,172 0
26 36,956 0 75,890 59,659
27 17,652 0 17,652 12,146
28 22,232 0 22,232 0
29 22,553 0 19,809 0
30 20,597 0 23,341 0
31 23,047 0 0 0

1,209,794 1,008,147 0 913,295 71,805
1,209,794 1,008,147 0 913,295 71,805

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

～ 32

3227 ～4 D － 5 － 1

継続 14,268 27

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

桑折町字
東段地内

町 町 直接 継続 134,470

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

5 D － 6 － 1

東日本大震災
特別家賃低減
事業

桑折町字
東段地内

町 町 直接

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。


